
◎出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律 
（平成一八年五月二四日法律第四三号）   

一、提案理由（平成一八年三月一五日・衆議院法務委員会） 

○杉浦国務大臣 出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案につきまして、そ

の趣旨を御説明申し上げます。 

 国際テロをめぐる情勢には依然として厳しいものがあり、国民の生命と安全を守るた

め、テロの未然防止対策を不断に見直していかなければならないとの認識に立って、政

府は、平成十六年十二月、テロの未然防止に関する行動計画を決定いたしました。この

行動計画では、テロの発生を未然に防ぐため、出入国管理及び難民認定法の改正案を平

成十八年の通常国会、この国会に提出することとされています。 

 また、出入国管理行政に対しては、問題のない特定の外国人の利便性を高めるために

出入国手続の簡素化、迅速化を図ること、及び退去強制の迅速、円滑化を図ることが求

められています。 

 さらに、政府は、構造改革特別区域において講じられている外国人研究者受け入れ促

進事業及び外国人情報処理技術者受け入れ促進事業等を全国において実施するための措

置を平成十七年度中にとることを決定しております。 

 この法律案は、以上に述べた情勢にかんがみ、所要の法整備を図るため、出入国管理

及び難民認定法の一部を改正するものでございます。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、テロの未然防止のための規定の整備でございます。これは、出入国の公正な

管理を図り、ひいては国民の生命と安全を守るため、上陸審査時に特別永住者等を除く

外国人に指紋等の個人識別情報の提供を義務づけ、テロリストの入国等の規制を適切に

行うための退去強制事由の整備等を行い、本邦に入る船舶等の長に、船舶等の乗員及び

乗客に係る氏名その他の事項の事前報告を義務づけるものでございます。 

 第二は、出入国管理の一層の円滑化のための措置でございます。この関係では、まず、

上陸審査手続を簡素化、迅速化するため、一定の要件に該当する特別永住者等の外国人

が、指紋等の個人識別情報を利用した自動化ゲートを通過することを可能といたします。

また、退去強制の迅速、円滑化を図るため、退去強制令書の発付を受けた者のうち自費

出国の許可を受けた者については、本国送還の原則を緩和して本国以外の受け入れ国へ

の送還を可能といたします。 

 第三は、構造改革特別区域法に規定されている特例措置等を全国において実施するた

めの規定の整備でございます。これは、構造改革特別区域法において在留資格に関する

特例措置として規定されている特定研究活動及び特定情報処理活動等、並びにこれに準

ずる外国人教授の教育活動等を、出入国管理及び難民認定法の在留資格として規定する

ものでございます。 

 以上が、この法律案の趣旨でございます。 



 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一八年三月三〇日） 

○石原伸晃君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、テロの未然防止のため、上陸審査時に特別永住者等を除く外国人に指紋等の

個人識別情報の提供を義務づけております。 

 あわせて、テロリストの入国を規制するための措置を講ずるほか、上陸審査及び退去

強制の手続の一層の円滑化のための措置を講じております。 

 また、構造改革特別区域法に規定されている在留資格に関する特例措置等を全国にお

いて実施するための規定の整備を行おうとするものであります。 

 本案は、去る三月十三日本委員会に付託され、十五日杉浦法務大臣から提案理由の説

明を聴取し、十七日質疑に入り、二十四日、参考人から意見を聴取し、東京入国管理局

成田空港支局の視察を行いました。昨二十九日、民主党・無所属クラブから修正案が提

出され、趣旨の説明を聴取し、本案及び修正案に対し質疑を行い、討論、採決の結果、

修正案は賛成少数をもって否決され、本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべき

ものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年三月二九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 外国人が提供する個人識別情報のうち指紋については、指紋の利用に係る国際的動

向等を勘案し、その実施時期を慎重に定めること。 

二 提供された個人識別情報の保有期間については、本法の施行後の運用状況及びプラ

イバシー保護の必要性を勘案しつつ、出入国の公正な管理に真に必要かつ合理的な期

間とすること。 

三 提供された個人識別情報の出入国管理の目的以外の利用については、慎重に行い必

要最小限なものとすること。 

四 新たに退去強制の対象とするテロリストの認定については、恣意的にならないよう

厳格に行うこと。 

三、参議院法務委員長報告（平成一八年五月一七日） 

○弘友和夫君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、テロの未然防止のため、上陸審査時に特別永住者等を除く外国人に指紋

等の個人識別情報の提供を義務付け、及びテロリストの入国を規制するための措置を講

ずるほか、上陸審査及び退去強制の手続の一層の円滑化のための措置を講ずるとともに、



構造改革特別区域法に規定されている在留資格に関する特例措置等を全国において実施

するための規定を整備するものであります。 

 委員会におきましては、個人識別情報に指紋を含めることの是非、同情報の提供義務

対象者の範囲及び情報保管の在り方、同情報システムの整備の在り方、テロリスト認定

手続における適正手続の保障等について質疑が行われたほか、参考人からの意見聴取及

び成田空港における入管業務の実情調査など、幅広い審査を行いましたが、その詳細は

会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、民主党・新緑風会の松岡委員より、一定の場合を除き、個人識別

情報は、提供者が出国後若しくは永住者となった時点で直ちに削除する等の修正案が提

出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、日本共産党の仁比委員より、修正案に賛成し、原

案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、修正案は否決され、本法律案は多数をもって原案ど

おり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、本法律案に対して附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年五月一六日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 個人識別情報として外国人に求める指紋情報の提供については、指紋の利用に係る

国際的動向を勘案するなど、その実施時期を慎重に定めること。 

二 提供された個人識別情報については、その保護に万全を図るとともに、保有期間は、

本法の施行後の運用状況及びプライバシー保護の必要性を勘案しつつ、出入国の公正

な管理に真に必要かつ合理的な期間とし、期間経過後は直ちに適切な方法で消去する

こと。また、自動化ゲートの利用のために提供された個人識別情報については、その

措置に係る登録が効力を失ったときは、直ちに当該個人識別情報を消去すること。 

三 提供された個人識別情報の出入国管理の目的以外の利用については、慎重に判断し、

必要最小限なものとすること。 

四 個人識別情報のうち指紋情報については、科学技術の進展、国際的動向等を勘案し

て、その提供義務化の要否、提供を義務付けられる外国人の範囲などを必要に応じ再

検討すること。 

五 新たに退去強制の対象とする「テロリスト」の認定に当たっては、恣意的にならな

いよう厳格に行うとともに、退去強制手続きを行うに当たっては、適正手続きの保障

の理念に照らし、「テロリスト」と認定するに至った事実関係等を明確かつ具体的に

示し、退去強制を受けようとする者が十分に反論を行う機会を与えること。 

六 自動化ゲートの導入後においても、同ゲートを利用しない者に不便を来さないよう、

出入国手続きの一層の迅速化に努めること。 



七 個人識別情報提供の義務化については、特に近隣諸国等に対する十分な説明と広報

を行うなど、観光立国行動計画の推進を阻害することのないように努めること。 

八 国民の安全・安心を図るため、テロの根源的解決に向けた諸施策も積極的に推し進

めていくこと。また、テロ対策を進めるに当たっては、難民条約や拷問等禁止条約の

趣旨に反することのないように留意すること。 

  右決議する。 

 


